
令和元年月日 火曜日 (第号付録) 月目録官 報
一
八
六

政
党
助
成
法
の
規
定
に
よ
る

政
党
の
支
部
の
解
散
等
に
係

る
支
部
政
党
交
付
金
の
使
途

等
に
関
す
る
支
部
報
告
書
の

提
出
が
あ
っ
た
の
で
要
旨
を

公
表
す
る
件

二
七
125

一
八
七

共
同
募
金
会
が
募
集
す
る
寄

附
金
を
寄
附
金
税
額
控
除
額

の
控
除
の
対
象
と
な
る
寄
附

金
と
し
て
承
認
す
る
件

三
〇

四

一
八
八

水
底
線
路
の
保
護
区
域
の
指

定
を
解
除
す
る
件

三
〇

四

〇
総

務

省
、
農
林
水
産
省
、

国
土
交
通
省

一
七

山
村
振
興
法
に
基
づ
く
産
業

振
興
施
策
促
進
事
項
に
つ
い

て
同
意
し
た
件

一
一

二

〇
総
務
省
、
経
済
産
業
省

五

中
小
企
業
等
経
営
強
化
法
第

二
条
第
十
八
項
の
規
定
に
基

づ
き
、
平
成
三
十
年
度
補
正

予
算
に
係
る
特
定
補
助
金
等

を
指
定
し
た
件

二
七
124

二

六

中
小
企
業
等
経
営
強
化
法
第

二
条
第
十
八
項
の
規
定
に
基

づ
き
、
令
和
元
年
度
予
算
に

係
る
特
定
補
助
金
等
を
指
定

し
た
件

二
七
124

二

〇
総

務

省
、
経
済
産
業
省
、

国
土
交
通
省

三

平
成
十
二
年
通
商
産
業
省
、

運
輸
省
、
建
設
省
、
自
治
省

告
示
第
一
号
（
介
護
保
険
法

施
行
令
第
三
十
七
条
第
一
項

第
三
十
四
号
に
掲
げ
る
規
定

と
し
て
総
務
大
臣
、
経
済
産

業
大
臣
及
び
国
土
交
通
大
臣

が
定
め
る
も
の
を
定
め
る
省

令
第
二
号
の
規
定
に
基
づ
く

総
務
大
臣
、
経
済
産
業
大
臣

及
び
国
土
交
通
大
臣
が
定
め

る
規
定
を
定
め
る
件
）
を
廃

止
す
る
件

一
七

三

〇
中
央
選
挙
管
理
会

二
二
二
三

衆
議
院
比
例
代
表
選
出
議
員

の
選
挙
に
お
け
る
政
党
そ
の

他
の
政
治
団
体
の
名
称
、
略

称
等
に
つ
い
て
届
出
が
あ
っ

た
件

六

七

二
四

平
成
二
十
九
年
十
月
二
十
二

日
執
行
の
衆
議
院
比
例
代
表

選
出
議
員
選
挙
南
関
東
選
挙

区
に
お
け
る
欠
員
に
よ
る
繰

上
補
充
の
選
挙
会
の
場
所
及

び
日
時
に
関
す
る
件

二
七

四

二
五

平
成
二
十
九
年
十
月
二
十
二

日
執
行
の
衆
議
院
比
例
代
表

選
出
議
員
選
挙
南
関
東
選
挙

区
に
お
け
る
名
簿
届
出
政
党

等
に
係
る
欠
員
に
よ
る
繰
上

補
充
に
よ
る
当
選
人
の
住
所

及
び
氏
名
に
関
す
る
件

三
〇

四

〇
政
治
資
金
適
正
化
委
員

会

二
五

政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に

基
づ
き
、
登
録
政
治
資
金
監

査
人
名
簿
に
登
録
し
た
者
を

公
告
す
る
件

一
八

二

二
六

政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に

基
づ
き
、
登
録
政
治
資
金
監

査
人
の
登
録
を
抹
消
し
た
者

を
公
告
す
る
件

一
八

二

〇
消

防

庁

四

消
防
防
災
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
の

運
航
に
関
す
る
基
準

二
四
119
一
四

五

消
防
法
施
行
規
則
第
三
十
一

条
の
四
第
二
項
に
規
定
す
る

登
録
認
定
機
関
の
代
表
者
の

氏
名
の
変
更
に
関
す
る
件

三
〇

四

六七

消
防
法
施
行
規
則
第
四
条
の

六
第
四
項
に
規
定
す
る
登
録

確
認
機
関
の
代
表
者
の
氏
名

の
変
更
に
関
す
る
件

三
〇

四

〇
法

務

省

一
一
三

公
証
人
法
第
七
条
ノ
二
第
一

項
の
規
定
に
よ
る
指
定
の
件

二

三

一
一
四

日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る

件

三

一

一
一
五

戸
籍
法
第
百
十
八
条
第
一
項

の
規
定
に
よ
る
指
定
に
関
す

る
件

四

四

一
一
六

裁
判
外
紛
争
解
決
手
続
の
利

用
の
促
進
に
関
す
る
法
律
第

十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

る
変
更
の
届
出
が
あ
っ
た
件

五

四

一
一
七

日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る

件

六

八

一
一
八

出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定

法
第
七
条
第
一
項
第
二
号
の

基
準
を
定
め
る
省
令
の
留
学

の
在
留
資
格
に
係
る
基
準
の

規
定
に
基
づ
き
日
本
語
教
育

機
関
等
を
定
め
る
件
の
一
部

を
改
正
す
る
件

六
108
四
四

一
一
九

除
籍
の
一
部
が
滅
失
し
た
件

九

四

一
二
〇

日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る

件

一
〇

四

一
二
一

〃

一
二

一

一
二
二

公
証
人
法
第
七
条
ノ
二
第
一

項
の
規
定
に
よ
る
指
定
の
件

一
七

三

一
二
三

日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る

件

一
九

四

一
二
四

一
二
五

外
国
弁
護
士
に
よ
る
法
律
事

務
の
取
扱
い
に
関
す
る
特
別

措
置
法
第
七
条
の
規
定
に
よ

る
承
認
を
し
た
件

二
〇

六

一
二
六

外
国
弁
護
士
に
よ
る
法
律
事

務
の
取
扱
い
に
関
す
る
特
別

措
置
法
第
十
六
条
第
一
項
の

規
定
に
基
づ
き
特
定
外
国
法

を
指
定
し
た
件

二
〇

六

一
二
七

日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る

件

二
〇

六

一
二
八

裁
判
外
紛
争
解
決
手
続
の
利

用
の
促
進
に
関
す
る
法
律
第

十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

る
変
更
の
届
出
が
あ
っ
た
件

二
四

五

一
二
九

裁
判
外
紛
争
解
決
手
続
の
利

用
の
促
進
に
関
す
る
法
律
第

十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

る
変
更
の
認
証
を
し
た
件

二
四

五

一
三
〇

裁
判
外
紛
争
解
決
手
続
の
利

用
の
促
進
に
関
す
る
法
律
第

五
条
の
規
定
に
よ
る
認
証
を

し
た
件

二
四

五

一
三
一

戸
籍
が
滅
失
し
た
件

二
五

一

一
三
二

原
戸
籍
の
一
部
が
滅
失
し
た

件

二
五

二

一
三
三

日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る

件

二
六

八

一
三
四

除
籍
が
滅
失
し
た
件

二
七

四

一
三
五

外
国
弁
護
士
に
よ
る
法
律
事

務
の
取
扱
い
に
関
す
る
特
別

措
置
法
第
七
条
の
規
定
に
よ

る
承
認
を
し
た
件

二
七

四


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